
沖縄県に所在する学校等の児童生徒等についての災害共済給付に係る

平成３１年度以後の共済掛金の額を定める等の件 

 

平成１７年３月３１日文部科学省告示第５６号 

最近改正：平成３１年４月２６日文部科学省告示第７８号 

 

沖縄の復帰に伴う文部省関係法令の適用の特別措置等に関する政令（昭和４７年政

令第１０６号）第２７条の規定により、沖縄県に所在する義務教育諸学校（小学校、

中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは

中学部をいう。以下同じ。）、高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の

高等部を含む。以下同じ。）、高等専門学校、幼稚園（特別支援学校の幼稚部を含む。

以下同じ。）、幼保連携型認定こども園又は専修学校（高等課程に係るものに限る。以

下同じ。）の児童、生徒、学生若しくは幼児又は保育所等（独立行政法人日本スポーツ

振興センター法（平成１４年法律第１６２号）附則第８条第１項各号に掲げる施設を

いう。以下同じ。）の児童（同項に規定する児童をいう。第１号を除き、以下同じ。）

について独立行政法人日本スポーツ振興センターの行う災害共済給付に係る共済掛金

の額は、平成３１年４月１日以後次のとおりとする。 

平成１６年文部科学省告示第８４号（沖縄県に所在する学校等の児童生徒等につい

ての災害共済給付に係る平成１６年度以後の共済掛金の額を定める等の件）は、廃止

する。 

沖縄県に所在する学校等の児童生徒等についての災害共済給付に係る平成３１

年度以後の共済掛金の額を定める等の件 

１ 義務教育諸学校の児童又は生徒 ４６０円（生活保護法（昭和２５年法律第１４

４号）による保護を受けている世帯に属する児童又は生徒にあっては、２０円） 

２ 高等学校又は専修学校の生徒 １０７５円（夜間その他特別の時間又は時期にお

いて授業を行う課程において教育を受ける生徒については４９０円、通信による教

育を行う課程において教育を受ける生徒にあっては１４０円） 

３ 高等専門学校の学生 ９６５円 

４ 幼稚園又は幼保連携型認定こども園の幼児 １３５円 

５ 保育所等の児童 １７５円（生活保護法による保護を受けている世帯に属する児



童にあっては、２０円） 

前 文 （平成１９年３月３０日文部科学省告示第４６号） 抄 

平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２７年３月３０日文部科学省告示第６９号） 

附 則 （平成２７年３月３１日文部科学省告示第９０号） 

附 則 （平成２８年３月２２日文部科学省告示第５３号） 

附 則 （平成２９年３月３１日文部科学省告示第６１号） 

附 則 （平成３１年４月２６日文部科学省告示第７８号） 

この告示は、公布の日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 


